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【論文要旨】
　本稿は，わが国の会社法で取締役会設置会社（委員会設置会社を除く）の業務執行機関とされる
取締役会・代表取締役・業務執行取締役から監督・監査機関とされる取締役会・監査役へと報告さ
れる監督・監査情報の意義と機能につき，ドイッ株式法90条の規定する取締役の監査役会に対す
る報告義務を参考に，若干の検討を加えるものである。わが国では，会社法施行規則により，業務
執行の監督・監査情報の重視が明示された（会社法施行規則100条，105条）。そのため，このよう
な情報の持つ意義と機能を考察することは，業務執行の監督・監査をより実効性のあるものとする
ために，意義のあることと考える。本稿は，わが国の会社法は，ドイッ法と比較し，業務執行機関
の報告義務の機能は大差ないが，ド・fッのフォローアップ報告に対応する機能の不備，および監
督・監査機関からの報告請求権の不備があることを指摘し，その不備を補完するための若干の提言
を試みるものである。
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第一章　問題の所在
　平成18年5月に施行された会社法は，わが国の商法の歴史においても，久しぶりの本格的な会
社法立法であった1。株式会社の機関設計が柔軟化し，さまざまなニーズに応じた機関設計が可能
となった2。会社法では，業務執行機関として，取締役会を設置しない株式会社（以下「取締役会
非設置会社」とする）の取締役（会社法348条1項），委員会設置会社を除く取締役会設置会社
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（会社法2条7号）の取締役会（会社法362条2項1号）・代表取締役（会社法363条1項1号）・業
務執行取締役（同条項2号），および委員会設置会社（会社法2条12号）の取締役会・執行役（会
社法418条）が，また，これらの機関による業務執行の監督・監査機関として，取締役会（会社法
362条2項2号，416条1項2号）・監査役（会社法381条1項）・監査委員会（会社法404条2項1
号）が規定されている。
　しかしながら，平成17年改正前商法が原則型として定めていた，委員会設置会社を除く取締役
会設置会社については，会計参与の任意設置が認められた（会社法326条2項）以外は，従来どお
り，取締役・取締役会と監査役が並存する機関設計となっている。そのため，依然として，両者の
機関権限の分配とチェックのあり方とが問題となりうる3。取締役会は業務執行権限に加え，その
監督機能を，監査役は監査機能を有している。一般に，監査役の業務監査権限は，取締役の職務執
行の適法性に限られるのに対し（適法性監査）4，取締役会の業務監督権限は，代表取締役・業務執
行取締役が会社の決定に従って適法かつ妥当な職務執行をしているかの監督（妥当性監査）にも及
ぶと解されている5。また，監査役の機能の中には，違法な業務執行を早い段階で未然に防止する
という，事前監査機能も含まれていると解されている6。平成18年施行の会社法では，取締役会の
業務監督権限，監査役の業務監査権限については，特例法ではなく会社法中に監査役会の設置が定
められた（会社法390条）以外は，改正前の商法とあまり変化はなかった。
　このような中で，監査役の権限について規定する会社法381条に関連して，会社法施行規則に，
監査役は，その職務を適切に遂行するため，会社・子会社の取締役・会計参与・使用人等と意思疎
通をはかり，情報の交換に努めなければならない（会社法施行規則105条2項4項），取締役・取
締役会は，監査役の職務の執行のための必要な体制の整備に留意しなければならない（同条2項
後段）という規定が新設されたことは，注目に値する。これは，監査役は，取締役等の業務執行者
から独立した役員であり，かつ，その人数も限定されていることから，監査役の監査を実効性のあ
るものとするため，監査役が，監査役同士のみならず，監査役以外の者とも適切に連携を図る必要
があることから，制定されたとされている7。また，取締役会の権限に関して規定する会社法362条
4項6号に関連して，会社法施行規則100条1項1号は，委員会設置会社を除く取締役会設置会社
の業務の適正を確保するための体制（いわゆる内部統制システム）として，取締役の職務の執行に
係る情報の保存および管理に関する体制の整備を要求している。この規定は，監査役が取締役の職
務執行を監査するためには，取締役の職務執行に係る情報が適切に保存され，改ざん等がなされな
い状態に置かれ，かつ，監査役がその情報に容易にアクセスできるような状況が確保される必要が
あるため，定められた規定である8。このように，わが国では，会社法上明文規定はないものの，
業務執行の監督・監査のための情報が重視されるようになってきたということができる。企業不祥
事が続く中，とくに監査役には，不祥事に関する情報の入手が期待されている9ことが，その理由
の1つとして挙げられよう。
　そこで，本稿では，業務執行の監督・監査のための情報のうち，業務執行機関から監督・監査機
一204一
関に報告されるものに関するわが国の会社法上の問題点についての検討を試みる。その際，委員会
設置会社を除く取締役会設置会社に検討対象を絞る。わが国では，従来このような機関設計が原則
とされており，これまでの議論も，このような機関設計の会社を対象としてきているからであ
る10。なお，会社法では前述のように監査役会の設置も定められたが，本稿では，監査役のみを検
討の対象とする11。このような問題は，従来，アメリカ法を参考にして議論されてきた12が，本稿
では，ドイッにおける議論を参考に検討を加える。ドイッでは，株式法90条に，業務執行機関た
る取締役の監督・監査機関たる監査役会に対する報告義務に関する詳細な規定があり，この規定は
近年の株式法改正によって，新たな展開を見せている。加えて，ドイッの経営機構は二層式と呼ば
れる独特なシステムであるが，監査役会はもちろんわが国の監査役と同様に適法性の監査権限を有
している13ことや，また，ドイッとわが国の制度が類似していることが指摘されており14，ドイッ
の制度はわが国の制度の検討に際しても示唆を与えるものと考える15。
　以下，第二章でドイッにおける取締役の報告義務を紹介した後，第三章でわが国における業務執
行機関の報告義務を紹介し，第四章でわが国の制度について検討する。最後に，第五章で，本稿の
考察の結果と今後の課題を確認する。
第二章　ドイツ法
一　序　説
　ドイッ法においては，業務執行機関と監督・監査機関が明確に分離している。ドイッ株式法（以
下，「株式法」とする）では，業務執行機関として，取締役（株式法76条1項）が，取締役の業務
執行の監督・監査機関として，監査役会（株式法111条）が規定されている。両老は厳格に分離さ
れており，監査役会構成員がその会社の取締役および使用人を兼任することはできないし（株式法
105条1項），監査役会が業務執行を行うことも許されない（株式法111条4項1文）。
　このような経営機構16のもとで，監査役会が取締役の業務執行の監督・監査というその任務（株
式法111条）を遂行するためには，監査役会がこれに関する情報を十分に有することが必要であ
る17。監査役会は業務執行権限を持たないので，業務執行に関する情報を自ら利用することはな
い。そのため，監査役会では，取締役の報告は，監督・監査情報の第一の柱（erste　Saule）を形成
するといわれる18。業務執行の監督・監査を効率的に行うためには，取締役・監査役会相互間で情
報が機能的に伝達されることが，その最も重要な前提となる。それゆえ，ドイッでは，監督・監査
情報の伝達の問題は，コーポレート・ガバナンス論の中心的な関心の一つとなっている19。
　この問題の検討の出発点は，取締役の報告義務（株式法90条）である。取締役の報告義務は，
取締役・監査役会間での最小限の情報伝達のための基礎であるとともに，監査役会の取締役に対す
る報告請求権（株式法90条3項）によって，このような最小限の情報伝達が守られている20。この
ように，取締役の監査役会への報告義務は，業務執行の効率的な，とりわけ予防的な監督・監査を
行うための制度として規定されているのである21。
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　本章では，ド・イッ株式法における監査役会への取締役の報告制度に関し，まず，近年の報告義務
の新たな展開について紹介する（二）。次に，取締役の報告義務の内容について紹介する（三）。最
後に，報告義務についてのLeyensの整理を紹介することにする（四）。
二　近年の報告義務の新たな展開
　かつては，株式法90条に基づく取締役の監査役会への報告は，監査役会による取締役への助言
（Beratung）の基準となるとは解されていなかった22。助言とは，監査役会が取締役に対して，未
来の行動についての審議，意見交換を行うこと23であり，多数説によれば，監査役会は株式法111
条1項に明示的に規定された監督任務と並んで，慣習法上形成された助言機能を果たさなければ
ならないか，または自発的に果たすものとされている24。
　1990年代初頭になり，ドイッでは，コーポレート・カバナンスに関する議論が盛んになった25。
これに応えるように，近年，2つの重要な立法がなされた26。まず，1998年に，主として監査役会
の取締役に対する監督の強化を目的とする27「企業領域におけるコントロールと透明性に関する法
律（Gesetz　zur　Kontorolle　und　Transparenz　im　Unternehmensbereich：KonTraG）」（以下，「コン
トラック法」とする）28が成立，施行された。次いで，2002年に，さらなるコーポレート・ガバナ
ンス改革と国際会計基準に適合させることによりドイッ資本市場の競争力を強化することを目的と
する「透明化および開示に関して株式法および会計法を一層改革するための法律（Gesetz　zur
weiteren　Reform　des　Aktien－und　Bilanzrechts，　zu　Transparenz　und　Publizitat（Transparenz　und
Publizitatsgesetz：TransPuG））」（以下，「透明化法・開示法」とする）29が成立，施行された。こ
れらの法律の施行に伴い，株式法も改正された。
　本節では，コソトラック法および透明化法・開示法による株式法の改正の内容を踏まえ，
Leyensの述べるところに従い30，取締役の報告義務に関する規定の近年の新たな展開について，3
点紹介する。
1　報告義務の対象の拡大31
　コントラック法による改正以前の株式法90条1項1文によれば，取締役は，監査役会に対し，
少なくとも「意図した業務政策および将来の業務執行その他の基本的な問題」について報告する義
務を負っているにすぎなかった。しかし，本条の規定する報告義務の対象は，近年の2回の株式
法改正により，拡大し，具体化された。
　まず，1998年のコソトラック法1条8号により，この報告義務の対象は「意図した業務政策お
よび企業計画（とくに財政計画，投資計画および人事計画）その他の基本的な問題」に拡大された。
この改正で，「企業計画」という概念が導入され，業務執行の予防的監査に関する監査役会の義務
が明示された32。
　次いで，2002年の透明化法・開示法1条5号a・aaにより，この「人事計画」の後に「その際，
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実際の展開と先に定められた目標との違いに，理由を挙げて言及しなければならない」という語句
が付加された。これは，フォローアップ報告（follow　uP－Berichterstattung）と呼ばれ，計画の目
標達成に関する情報は監査に不可欠であるという認識から採用されたものであった33。
　さらに，透明化法・開示法1条5号a・bbにより，1項1文の後に，「会社が親企業（ドイッ商
法290条1項・2項）であるときは，その報告書は，子企業および共同企業（ドイッ商法310条1
項）にも言及しなければならない」という一文が追加された（株式法90条1条1項2文）。
2　報告形式のテキスト形式化
　透明化法・開示法1条5号cにより，株式法90条4項に，「報告は，できるだけ適時に，かつ1
項3文による報告の例外を除いて，原則としてテキスト形式（Textform）で作成されなければな
らない」という一文が追加された（株式法90条4項2文）。テキスト形式とは，ドイッ民法典126b
条に定義規定があり，文字で継続的に再現するのに適切なすべての方式を含むとされている34。こ
のようなテキスト形式による報告形式を導入した理由としては，現代の情報技術の発展に伴う報告
の軽減が挙げられている35。
3　ドイツ・コーポレート・ガバナンス規準における情報規準（lnformationsordnung）
　2002年2月に，「ドイツ・コーポレート・ガバナンス規準36（Der　Deutsche　Corporate　Gover－
nance　Kodex）」37（以下，　Kodexとする）が発表された。　Kodexは法律ではないため，直接的に企
業を拘束するものではない38が，透明化法・開示法1条16号によって改正された株式法161条39に
よって，規準委員会の勧告した行為を遵守していること等の説明義務が取締役と監査役会に課され
ているため，Kodexは，間接的に法的拘束力を有している40。
　Kodexは，第3章で，取締役と監査役会の協働について規定している。　Kodex3．4．3の1文は，
「監査役会は，取締役の情報提供および報告義務の詳細を決定すべきである41」と規定し，監査役
会に，株式法の規定よりも詳細な報告義務を定めることを期待している。
　また，Kodexは，取締役の報告に関して，効率的・戦略的な規定を設けている。すなわち，　Ko－
dex5．3は，監査役会は，専門知識を備えたメンバーから構成される委員会を設立すべきこと42（1
項1文）を，監査委員会を設立すべきこと（2項1文）を，さらに委員会が監査役会の代わりに意
思決定を行えるようにすることができること（4項）を規定している。これらの規定に従えば，あ
る一定の報告を，株式法の規定どは異なって，監査役会会長だけでなく専門委員会（Fachauss－
chuss）にもすべきことを，監査役会内部で規定することができる。例えば，収益性の報告を，株
式法90条1項1文2号に従って監査役会に送付するのではなく，監査委員会（PrUfungsausschuss）
に直接送付すると規定することができる。このように規定すれば，報告の送付にかかる時間の節約
が可能になろう。ここでは，監査役会による監督・監査に関する現代的な考えが考慮に入れられて
いる43。
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　しかし，Kodexは，情報と密接に関係するとされる内密性（Vertraulichkeit）44に関しては規定
しなかった。Leyensは，　Kodexは，情報規準に関連して，内密性についても規定すべきであった
としている45。株式法では，秘密（Geheimnis）の概念は，93条1項3文46と116条1文47に規定
はあるものの，それによれば，取締役・監査役会にはこの秘密の概念を拡大できるという裁量はな
い。また，情報は，秘密もしくは内密なものであるとされてはいるものの，実際にはそうではない
とされている48。Leyensは，情報規準に内密性の規準が規定されれば，それは，監査役会が行う
べき一定の情報の繊細さ（Sensibilitat）の評価，分類を軽減するという利益，さらに，それに伴い
監査役会内での情報と適度に関わることを促進するという利益をもたらすだろうと述べている49。
三　取締役の報告義務の内容
　取締役の報告義務には，（1）監査役会が請求しなくても取締役が報告しなければならない場合と，
（2）監査役会の請求によって取締役が報告する場合とがある。本節では，この2つの仕組みのそれ
ぞれにつき紹介する。
1　監査役会の請求によらない取締役の報告義務50
　株式法90条1項の規定する取締役の報告により，監査役会に，監査任務の重要な部分を果たす
基礎となるような，事実に基づいた，もしくは事実を確認できる情報が提供される51。
（1）定期報告
　株式法90条1項1文1号～3号の規定する定期報告は，取締役の報告義務の中核をなしている52。
　①業務政策の報告
　まず，取締役は，監査役会に対し，1年に1回，業務政策と企業計画（とくに財務計画，投資計
画および人事計画）その他の基本的な問題について報告しなければならない（株式法90条1項1
文1号，2項1号）。1998年のコソトラック法により，「企業計画（とくに財務計画，投資計画お
よび人事計画）」という文言が追加され，報告対象の未来の事項への拡大が明示されたこと，およ
び2002年の透明化法・開示法により，フォローアップ報告が義務付けられたことは，前節で述べ
たとおりである。株式法90条1項1文1号の新規定は，企業計画についての取締役の義務と，監
査役会の役割に関する議論を誘発した53。
　②収益性の報告（Rentabilittitsbericht）
　次に，取締役は，監査役会に対し，会社の収益性，とくに自己資本の収益性について，年度決算
書について審議する監査役会の会議において報告しなければならない（株式法90条1項1文2号，
2項2号）。これも，情報規準（Kodex3．4．3）によって，報告内容が具体化されたことの1つであ
る。これに伴い，収益性の報告には，とりわけ，監査役会による年度決算書の決定の準備を委託さ
れた監査委員会が関与しなければならない54。
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　③業務の経過の報告
　さらに，取締役は，監査役会に対し，少なくとも四半期に1回，業務の経過，とくに売り上
げ，および会社の状況について，報告しなければならない（株式法90条1項1文3号，2項3号）。
（2）特別報告
　①会社の収益性または流動性に著しく重要となりうる業務の報告
　取締役は，監査役会に対し，会社の収益性および流動性に著しく重要となりうる業務について，
それが遂行される前に監査役会が態度を決定できるように，可能な限り適時に報告しなければなら
ない（株式法90条1項1文4号，2項4号）。なお，ここでいう「業務（Geschaft）」とは，業務上
の措置（geschaftliche　Matlnahme）のことであり55，例えば，事業の全部または一部の譲渡・譲受
け，支店の設置・廃止等の重大な任務の引受けであると解されている56。
　また，一定の種類の業務を執行する場合には，監査役会が同意しなければならない（株式法111
条4項2文57）。90条1項1文4号の報告は，この「一定の種類の業務」に関して監査役会が同意
するか，同意を留保するかを決定できるようにするためになされるものである。しかし，株式法
は，このような取締役の報告義務を，監査役会の同意が必要とされる業務（株式法111条4項2文）
にではなく，監査役会の取締役への助言任務（Beratungsaufgabe）に結び付けて，90条で規定す
る58。
　②その他の重要な事由の報告
　また，取締役は，監査役会会長に対し，1文各号の事項以外の，その他の重要な事由があるとき
は，報告しなければならない（株式法90条1項3文）。この報告は，遅滞なく行われる必要がある
と解されている59。「その他の重要な事由」とは，著しい経営の障害，重大な損失，大口の未回収
債権の貸倒れ，特許権侵害の主張，労働争議，取締役間の対立，追徴課税，融資解約による流動性
の問題などを指すと解されている60。
　この報告は，同条1項1文各号の各報告が監査役会に対してされるのとは異なり，監査役会会
長に対してされるものである。この報告内容を伝達するためだけに全体監査役会（Gesamtauf－
sichtsrat）または監査役会内の委員会（Ausschuss）を招集するか，また，次回の監査役会での当
該事項の伝達にとどめるかは，監査役会会長が決定する事項である。そのため，この規定は，監査
役会内での情報伝達に関しては，監査役会の自己責任であること，および監査役会にそれを決定す
る権限があることを示しているといえる61。
2　監査役会・監査役会構成員の報告請求権に基づく報告
（1）監査役会の報告請求権
　監査役会は，取締役に対し，会社の業務，結合企業に対する法律上および業務上の関係ならびに
会社の状態に著しい影響を及ぼしうる結合企業における業務の経過について，いつでも報告を請求
することができる（株式法90条3項1文）。取締役による監査役会への報告は，内容上，形式上の
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双方において完全であることが要求されている62。報告される監督・監査情報の完全性は取締役に
よって決定されるが，監査役会がこの規定に基づいて情報を請求することにより，取締役に監督・
監査情報に関してさらに調査を強制できる63。しかし，監査役会の報告請求権が実務で頻繁に行使
されることは，望ましいことではない。監査役会は，このような監督・監査情報を，取締役との会
議で問い合わせること，また，監査役会会長と取締役が継続的にコンタクトを取り続けることによ
り，入手可能であるからである64（Kodex5．2参照）。
　しかし，この監査役会の報告請求権には，取締役・監査役会相互間での情報伝達に関する株式法
の構造を理解する上で，中心的な意義がある。なぜなら，取締役に対していつでもさらなる報告を
請求できるという監査役会の権利は，経済学的観点からも65，また，取締役・監査役会の二層式モ
デルを規定する株式法からも，基礎づけられているからである。その上で，Leyensは，報告事項
におけるこのような基礎に基づいた監査役会の重要な役割66に関しては，報告事項の拡大に向けて
これまで何度も要求されてきた監査役会の権利も，Kodexの情報規準の根拠となりうるだろう，
とする67。
（2）監査役会構成員の報告請求権
　さらに，個々の監査役会構成員も，取締役に対して監査役会に報告するように請求することがで
きる（株式法90条3項2文）。
　①透明化法・開示法制定以前
　2002年の透明化法・開示法制定以前は，2文後半に，「取締役が報告することを拒絶するときは，
他の監査役会構成員がこの請求を支持する場合に限り，報告を請求することができる」と規定され
ていた。この規定によれば，監査役会構成員が1人で取締役に対して報告を請求してこれを拒否
された場合には，他の監査役会構成員がこれを支持しない限り，取締役は監査役会に報告する必要
がなく，監査役会構成員1人での報告請求はできなかった。
　②透明化法・開示法による改正
　そこで，2002年の透明化法・開示法1条5号bにより，2文後半の文言が削除され，監査役会
構成員の報告請求の際の，他の監査役会構成員の支持が不要となった。すなわち，監査役会構成員
による取締役への報告請求が拒否された場合でも，取締役が監査役会に情報を報告することが義務
付けられ，監査役会構成員1人での権限の行使が可能となった。これは，監査役会構成員個人の
責任を強調するという，透明化法・開示法の立法老の判断であった68。
四　監査役会の監督・監査における取締役の報告の意義　　LeYensによる整理
　前節では，株式法90条に規定されている取締役の報告義務の仕組みについて概観した。このよ
うな報告事項について，Leyensは，取締役の報告事項は，取締役・監査役会間の内部での情報伝
達に関する中心的な規定であって，取締役による業務執行の指揮プロセスと，それに対する監査役
会の監督・監査プロセスの間の重要な相互作用に関係する69と述べ，以下の3点に取締役の報告の
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意義があると整理する。
1　最小限の情報伝達としての取締役の報告の意義
　まず，Leyensは，報告事項は定款厳性（株式法23条5項70）の支配下にあるので，株式法90条
による取締役の報告の基準は，定款，取締役・監査役会に関する規定，または取締役・監査役会問
での合意によって拡張はされうるが，これを下回ることは許されない最小限の情報伝達手段として
理解されるとする。そして，株式法90条の要求する取締役の報告義務に基づく監査役会との情報
交換が，実際に行われることが重要であるとする71。したがって，取締役が自由に使える情報をす
べて監査役会へと伝達することを取締役に義務付けているだけではなく，むしろ，監査役会に対
し，取締役の報告事項から，可能な限り，株式法に規定されている報告内容を探し出し，そこに欠
けている情報を取締役に請求して入手するということを間接的に義務付けているとする。その上
で，取締役は，その時に監査役会から請求された情報についての議論を尽くしたうえで，90条4
項1文の要求する「誠実かつ忠実な説明」に適合する報告を作成しなければならないとする72。
　また，Leyensは，「株式法90条1項の規定する報告対象は，監査役会の監査任務の具体化とし
て把握される73」という表現は，監査役会のための表現であるとする。そのため，監査役会には，
自らの助言任務として報告を加工し，それを承知し，その情報の信愚性を調べ，場合によっては必
要な措置をとる義務があることは，適切であるとする74。この場合，監査役会の助言任務は，予防
的監査の重要な構成要素であり，取締役の最小限の報告義務の基準には依存していないとする75。
2　監督・監査情報としての取締役の報告の意義
　次に，Leyensは，　Lutterの見解76に従い，取締役の監査役会への報告には，取締役の義務とい
う側面だけではなく，取締役の権利という側面もあるとする。そのため，取締役が監査役会に報告
しない情報もあり，監査役会が，取締役にさらに報告を請求しなければならない場合や，取締役に
よる報告以外の方法で情報を入手しなければならない場合があるとする。したがって，取締役の報
告は，株式法に規定された報告内容には依存しない監督・監査任務の履行のための一手段であり，
そして，状況（とくに企業の危機的状況）が情報を要求するときには，これを超える監督・監査任
務の履行のための一手段であるとする77。
3　取締役の報告義務の規定領域
　さらに，Leyensは，株式法90条の報告義務を総じて類型化する必要があるか否かは，疑問であ
るとする。これは，透明化法・開示法の草案段階でも提起され，情報規準（Kodex3．4．3）におい
てもみられた疑問である。Leyensは，依然として，株式法90条の報告義務の文言は，監査役会へ
の必要な情報の提供という取締役の一般的な義務にとどまり，本条3項の監査役会の報告請求権
もまた，そのように規定されていることを指摘し，少なくとも，監督・監査任務が，企業の特色と
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状態にまったく依存せずに，報告対象によって規定されている限りは，上述の疑問に関するうわべ
だけの結論は回避できるだろうとする。また，取締役の報告における実務の欠点は，同時に，情報
規準との関係での監査役会の欠点としても評価されるとし，事後的監査と同様に予防的監査も安定
して行われることによって，この欠点が克服されうることが望ましいだろうとする78。
第三章　日本法
一　序　説
　前章で紹介したドイッ法とは異なり，わが国では，株式会社の業務執行機関と監督・監査機関
は，明確には分離していない。すなわち，会社法では，業務執行機関として，取締役会非設置会社
の取締役（会社法348条1項），委員会設置会社を除く取締役会設置会社の取締役会（会社法362条
2項1号）・代表取締役（会社法363条1項1号）・業務執行取締役（同条項2号），委員会設置会
社の取締役会・執行役（会社法418条）が，他方，業務執行を監督・監査する機関として，取締役
会（会社法362条2項2号・416条1項2号）・監査役（会社法381条1項）・監査委員会（会社法
404条2項1号）が規定されている。このように機関設計が柔軟化・多様化した結果，業務執行機
関と監督・監査機関の組み合わせも，多様な形態が可能となった79。
　本章では，委員会設置会社を除く取締役会設置会社における業務執行機関の報告義務に，検討の
対象を絞る。第一章で述べたように，このような機関設計は平成17年改正前商法の下での原則型
であり，これまでの議論もこのような機関を対象に行われてきていることに加え，本稿では，前章
で紹介した監査役会制度を持つドイツ株式法のシステムとわが国のシステムとを比較してその相違
点を明確にすることを目的とすることが，その理由である。具体的には，まず，業務執行機関（取
締役会，代表取締役，業務執行取締役）の報告義務について紹介する（二）。次に，監督・監査機
関（取締役会，監査役）の報告請求権について紹介する（三）。
二　業務執行機関の報告義務
　前節で述べたように，会社法は，委員会設置会社を除く取締役会設置会社における業務執行機関
として，取締役会，代表取締役，業務執行取締役を規定している。他方，業務執行の監督機関とし
て取締役会を，監査機関として監査役を規定している。本節では，このような業務執行機関の監督
・監査機関への報告義務について，会社法上規定されているもの，および解釈上認められうるもの
について，紹介する。
1　取締役会への報告義務
（1）代表取締役・業務執行取締役の四半期の報告
　第一に，代表取締役・業務執行取締役の，自己の職務の状況についての3ヶ月に1回以上の取
締役会への報告義務がある（会社法363条2項）。これは，取締役会が，代表取締役・業務執行取
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締役の業務執行について十分に監督するための情報を確保するための制度である80。この報告は，
他の報告事項と異なり，取締役・監査役全員に対して報告事項の通知がなされたとしても，省略す
ることができない（会社法372条2項）。なぜなら，取締役会は3ヶ月に1回は必ず開催されなけ
ればならないとするのが妥当とされているからである81。
②　取締役の監視義務に基づく報告
　第二に，監視義務に基づく，代表取締役の取締役会への報告義務が考えられる82。代表取締役
は，他の代表取締役はもちろん，他の代表権のない取締役の行為についても，監視義務を負うと解
されている83。したがって，代表取締役は，他の代表取締役・業務執行取締役の業務執行の監視義
務を負っている。この監視義務に基づいて，代表取締役には，他の代表取締役・業務執行取締役に
よる業務執行の状況を，取締役会に報告する義務があると解される84。
（3）競業取引，利益相反取引に関する報告
　第三に，競業取引（会社法356条1項1号），利益相反取引（同条項2号3号）に関する報告義
務がある。まず，これらの取引を行った取締役は，取締役会において，これらの取引について重要
な事実を開示して承認を受けなければならない（会社法365条1項，356条1項）。一般に大きな権
限を有し，会社の機密にも通じている取締役がこれらの取引をすると，その地位を利用して会社の
取引の機会や相手方を奪うなど，会社の利益を犠牲にして自己または第三者の利益を図る危険が大
きいので，これを防ぐためである85。この承認の際に，当該事項が取締役会に報告されなければな
らないと解される。さらに，これらの取引を行った取締役は，取引後，これらの取引に関する重要
な事実を取締役会に報告しなければならない（会社法365条2項）。これは，取締役会が，現実に
行われた競業取引，利益相反取引が取締役会の承認の範囲内であるかどうか，また，取引をした取
締役の善管注意義務違反，忠実義務違反がないかをチェックし，適宜の措置をとりうるようにする
ためである86。
（4）取締役会の専決事項に関する報告
　第四に，取締役会の専決事項に関する報告義務が考えられる87。会社法は，株式会社の業務執行
について，①重要な財産の処分・譲受け，②多額の借財，③支配人その他の重要な使用人の選任・
解任，④支店その他の重要な組織の設置・変更・廃止，⑤社債の募集に関する重要事項，⑥取締役
の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして法務省令（会社法施行規則100条）で定める体制の整備，⑦役員等の会
社に対する責任の取締役会による免除，⑧それらと同等の「重要な業務執行」（以上，会社法362
条4項）等88を，その決定権限を取締役に委任することのできない取締役会の専決事項として規定
している。これらの業務を執行しようとする代表取締役・業務執行取締役は，これらの事項につ
き，取締役会決議の際に，取締役会に報告することになる。
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2　監査役への報告義務
（1）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の報告
　取締役には，会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したときの監査役へ
の報告義務がある（会社法357条1項）。「会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実」とは，重
要な取引先や投資先の倒産，工場や営業所の火災，会社財産についての大口の横領，会社の倒産の
危機などを指すと解されている89。これは，会社の損害を未然に防止するため，また，自らは会社
の業務執行には関与することがない監査役の監査の実施を容易にするために，昭和49年商法改正
で新設された規定であるgo。本条の報告義務は，会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発
見した取締役に課されているので91，このような事実を発見した代表取締役・業務執行取締役も，
報告義務を負うことになる。
②　取締役会への出席によって監査役が受ける報告
　監査役は，取締役会に出席しなければならない（会社法383条1項）。それゆえ，上述の取締役
会への報告事項は，監査役にも報告されることになる。監査役の取締役会への出席義務は，監査役
の情報収集に関する非常に重要な機能を果たすとされ92，これにより，監査役は，取締役に対する
責任追及の要否についての判断材料を入手することになる93。
三　監督・監査機関の報告請求権
　会社法は，委員会設置会社を除く取締役会設置会社に関して，業務執行の監督機関として取締役
会を，監査機関として監査役を規定する。監査役の報告請求権については明文規定があるが，取締
役会の報告請求権については明文規定がない。
1　監査役の報告請求権
　監査役は，取締役に対して事業の報告を求める権限を有する（会社法381条2項前段94）。これ
は，監査役がその任務を遂行する上で最も基本的な権限であり，その報告請求が職務と何ら関係が
なく濫用と認められない限りは，無制限に認められると解されている95。加えて，監査役は，取締
役会に出席する義務を負い，さらに必要があると認めるときには，意見を述べる義務を負っている
ので（会社法383条1項），その前提として，取締役に説明を請求する権利を有していると解され
ている96。
2　取締役会の報告請求権
　これに対して，取締役会の報告請求権については，会社法上明文規定はない。そのため，取締役
会，および取締役会構成員としての個々の取締役に報告請求権が認められるかについては，解釈に
委ねられている。報告請求権を取締役が単独で行使できるのか，それとも取締役会を通じてのみ行
使できるのかは争いがあるが，後老が通説と考えられている97。
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（1）取締役会の報告請求権
　まず，取締役会の取締役に対する報告請求権について，これを認める見解がある。この見解は，
取締役会が取締役の監督権限を有することと，取締役が取締役会構成員であることを根拠とす
る98。したがって，この見解によれば当然，取締役会の代表取締役・業務執行取締役に対する報告
請求権も認められることになろう。
②　取締役会構成員としての個々の取締役の報告請求権
　次に，取締役会構成員としての個々の取締役に，監査役と同様の報告請求権を認める見解があ
る99。この見解は，取締役会が監督権限を全うすること，業務執行の違法性に加え妥当性の監督義
務をも負う取締役会は，監査役以上に情報を要する場合があること，および取締役会は業務執行意
思決定の権限を行使する機関でもあるため，この行使のための情報も必要であることを根拠とす
る。さらに，株主総会における取締役の説明義務も，その主体は業務執行機関たる取締役会である
ため，報告請求権の根拠とされている100。この見解によっても，取締役会構成員としての取締役
の代表取締役・業務執行取締役に対する報告請求権は，当然認められることになろう。
第四章　検　討
一　序　説
　第二章，第三章では，ドイッ法と日本法における業務執行機関の監督・監査機関に対する報告義
務，および監督・監査機関の業務執行機関に対する報告請求権について紹介した。両国の規定を比
較すると，報告義務，報告請求権ともに，わが国では，漠然とした規定にとどまり，解釈に委ねら
れている部分も少なくないのに対し，ドイッでは，詳細かつ具体的に規定されていることがわか
る。とくに近年の株式法改正で，規定の内容がさらに具体化したことは，注目に値するといえよ
う。もっとも，ドイッでは，業務執行機関（取締役）と監督・監査機関（監査役会）が厳格に分離
しており，監査役会が取締役の業務執行を効率的に監督・監査するためには，取締役の報告が重要
な情報源として機能するため，このように詳細かつ具体的に規定されていると考えられる。他方，
わが国では，業務執行機関と監督・監査機関は明確には分離していない。とくに，委員会設置会社
を除く取締役会設置会社の取締役会は，業務執行機能と監督・監査機能の双方を併せ持つ機関であ
るため，業務執行上の重要事項に関する意思決定をする際には，それらに関する正確な情報を有す
ることが必要となる。これらの情報は，業務執行の監督・監査の際にも利用されることになろ
う101。監査役についても，取締役会への出席義務があり，取締役会を通じての情報の収集が可能
となろう。そのため，わが国では，業務執行機関の報告義務は，ドイッほど詳しくは規定されてい
ないとも考えられる。
　このように，ドイッとわが国では経営機構が大きく異なっており，報告義務に関するシステムを
単純に比較しても有益な示唆は得られない102とも考えられるが，前述したように，ドイツの監査
役会はわが国の監査役と同様に適法性の監査権限を有すること，また，ドイッとわが国の制度に類
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似性がみられることから，ドイッの制度はわが国の制度にとって参考となるものと考える。
　本章では，わが国の業務執行機関による監督・監査情報の報告義務の機能（二），および監督・
監査機関の報告請求権の機能（三）につき，ドイツ法を参考にしつつ，若干の検討を加える。最後
に，わが国における業務執行機関による監督・監査情報の報告の意義につき，若干の整理を試みる
（四）。
二　報告義務の機能に関する検討
　まず，わが国の業務執行機関による監督・監査情報の報告義務としては，取締役会への報告義務
として，（1）代表取締役・業務執行取締役の四半期の報告義務，（2）取締役の監視義務に基づく報告i義
務，（3）競業取引，利益相反取引に関する報告義務，（4）取締役会の専決事項に関する報告義務があ
る。これらの事項は，監査役に取締役会への出席義務があるため，監査役にも報告されている。ま
た，監査役への報告義務として，会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実の報告義務がある。
以下では，これらの報告義務が，ドイッ法のどの報告義務に対応するかにつき，若干の検討を加え
る。
1　定期報告について
　ドイッ株式法90条は，定期報告として，（1）業務政策・企業計画，（2）収益性，（3）業務の経過につ
いて，取締役に監査役会への報告を義務付けている。そこで，これらの報告事項が，わが国では，
いかにして監督・監査機関に報告されているかにつき，検討する。
　（1）まず，業務政策・企業計画（株式法90条1項1文1号）といった，事前監督に資する報告
については，わが国では取締役会の専決事項を規定する会社法362条4項柱書の「その他重要な業
務執行」に含まれて解釈されている103。そのため，これらの事項は，わが国でも監督機関たる取
締役会に報告されなければならない事項である。加えて，ドイッ株式法は，いわゆるフォローアッ
プ報告として，「実際の展開と先に定められた目標との違いに，理由を挙げて言及しなければなら
ない」と規定するが，わが国の会社法には，これに対応する規定は見当たらない。そのため，わが
国の取締役会の監督機能は，この点では，ドイッの監査役会の監督機能よりも劣っていると考えら
れる。
　（2）次に，収益性の報告（株式法90条1項1文2号）は，ド・イッでは，主として貸借対照表の・
確定（株式法172条），年度剰余金の任意準備金への組入れ額の決定（株式法58条），株主総会の利
益処分に関する提案（株式法124条3項）について，監査役会の適切な決定を可能にする機能を持
つとされている104。わが国では，収益性の報告に対応する規定はないが，委員会設置会社を除く
取締役会設置会社では，貸借対照表（会社法435条1項），会社法で利益処分案の代わりに作成が
義務付けられた株主資本等変動計算書105（会社計算規則127条）といった計算書類は，監査役の監
査ならびに取締役会の承認を受けなければならない（会社法436条1項3項）とされていることか
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ら，監督・監査機関へと報告されていることがわかる。なお，剰余金の準備金への組入れ額の決定
は，わが国では株主総会の決議事項とされる106ため（会社法451条1項1号，2項），監督・監査
機関への報告については規定されていない。
　（3）そして，業務の経過に関する報告（株式法90条1項1文3号）については，わが国の会社
法でも同様の規定があり（会社法363条2項），ドイッ法同様，四半期に一回，監督・監査機関へ
の報告が義務付けられている。
2　特別報告について
　ドイッ株式法90条は，特別報告として，会社の収益性または流動性に著しく重要となりうる業
務（株式法90条1項1文4号）について，適時の報告を義務付けている。「会社の収益性または流
動性に著しく重要となりうる業務」とは，例えば，事業の全部または一部の譲渡・譲受け，支店の
設置・廃止等の重大な任務の引受けのことであると解されている。これらの事項は，わが国では，
取締役会の専決事項（会社法362条4項）107であるため，監督機関たる取締役会に加え，取締役会
に出席した監査機関たる監査役にも報告されていると考えられる。
　また，ドイッでは，その他重要な事由（株式法90条1項3文）についても報告義務があるが，
これは，わが国では，会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実に関する取締役の報告義務（会
社法357条1項）に対応すると考えられる。
3　小　括
　以上の検討によれば，ドイツ株式法90条の規定する取締役の報告義務の対象は，そのほとんど
が，わが国でも業務執行機関から監督・監査機関へと報告される事項であることが明らかになっ
た。ただし，ドイッで透明化法・開示法によって導入されたフォローアップ報告に対応する報告
や，わが国では株主総会決議事項とされている剰余金の準備金への組入れ額の決定に資する報告
は，規定されていないことも明らかになった。
三　報告請求権の機能に関する検討
　わが国の現行法の規定の問題点としては，業務執行機関の報告義務に関してよりも，監督・監査
機関の報告請求権に関して，多く指摘されている。以下では，まず問題点を紹介し，これらを踏ま
えた上で，ドイツ法を参考にしつつ，若干の検討を加える。
1　問題点
（1）取締役会構成員としての取締役の報告請求権に関する問題点
　前章三2で紹介したように，取締役会構成員としての取締役の報告請求権は，会社法の解釈に
よっては認められるが，明文では規定されていない。取締役の報告請求権についての明文規定がな
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い理由としては，取締役の監視義務が一般に承認されるに至ったのが比較的近時であること，およ
びわが国の取締役の大半は従業員出身の内部取締役であり各自が会社の事情には精通しているとみ
られるため報告請求や業務・財産調査が権利として自覚されてこなかったことが指摘されてい
る108。また，これまで取締役の報告請求権が論じられてこなかった理由としては，取締役会の形
骸化により，この問題が平取締役側にとっての差し迫った課題として論じられる契機がないこと，
監査役の権限の強化ないし監査役の取締役化が平取締役の監視権の強化に目を向けさせない結果に
なっている可能性があること，および取締役会制度がわが国の土壌に完全に根づいているとはいえ
ないという祉会的背景があることが指摘されている109。
②　監査役の報告請求権に関する問題点
　監査役の報告請求権は，取締役とは異なり，明文で規定されている（会社法381条2項前段）こ
とは，前述したとおりである。しかし，現実に監査役がその職務執行のために必要な情報を適切に
収集できるかについては，以下の4つの観点から，疑問が呈されている110。すなわち，第一に，
そもそも監査役には会社の業務執行権限がないため，社内の情報に接する機会が相対的に少なくな
らざるを得ない点，第二に，多くの大規模会社においては，業務執行が分化し企業経営が専門化・
高度化した結果，監査役の情報の不知の非難が困難である点，第三に，監査役には積極的に監査を
行うためのインセンティブが不足している点，そして第四に，そもそも監査役の職務が取締役の職
務執行の監査であるため，本質的に監査役と取締役とが対立関係にある点である。
2　検　討
　まず，監査役から取締役会への報告請求権については，その実効性が問題とされている。報告請
求権を実効性あるものとするためには，前述1（2）で呈示された問題点のうち，第一点について
は，監査役の業務・財産調査権（会社法381条2項後段）のみならず，わが国には明文規定のない
取締役の業務・財産調査権の整備により，取締役会を通じて監査役にも社内情報に触れさせる機会
を増やすこと，第二点については，ドイツのKodex53．1が監査役会内の監査委員会に専門知識を
備えたメソバーを要求していることに倣い，わが国の監査役についても，専門知識を備えた監査役
を任用すること，第四点については，監査役と取締役が対立関係にあることは不可避であるが，ド
・fツのKodex5．2が示すように，監査役と取締役会が定期的にコンタクトを取って協議をすること
といった対応策が考えられよう。なお，第三点については，経済学的な分析が不可欠となるので，
ここでは検討を差し控えたい。
　次に，取締役会構成員としての取締役から代表取締役・業務執行取締役への報告請求権について
は，明文規定がない理由が問題とされているが，これは解釈によって認められているため，ここで
の検討は差し控える。報告請求権の要件，範囲等は，取締役会制度のあるアメリカ法111，イギリ
ス法112との比較をした上で，改めて検討したい。
　いずれにせよ，本稿が検討の対象とするような委員会設置会社を除く取締役会設置会社では，第
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二章三2で紹介したLeyensの指摘のように，報告請求権iが頻繁に行使されるのは望ましいことで
はない。LeyensがKodexを踏まえて指摘するように，わが国でも業務執行機関と監督・監査機
関，とくに取締役会と監査役が定期的にコンタクトを取って協議をすることによって，監督・監査
情報を入手することが望ましいと考える。
四　わが国における業務執行機関による監督・監査情報の報告の意義
　最後に，第二章四で紹介したLeyensの整理を参考に，わが国における業務執行機関による監
督・監査情報の報告の意義について検討すると，以下のようになろう。すなわち，わが国では，業
務執行機関による報告事項の多くが取締役会の専決事項として規定されていることが，特徴として
挙げられる。会社法362条4項柱書の「その他重要な業務執行」の解釈いかんによっては，取締役
会の専決事項をより広く認めることも可能になろう。他方，その報告義務を補完する監督・監査機
関の報告請求権は，監査役については明文規定はあるがその実効性が疑問視され，取締役会構成員
としての取締役については解釈上認められてはいるものの，明文規定はない。このようにして伝達
された監督・監査情報は，取締役会と監査役が共有できるという面では，業務執行の監督・監査に
も，内部統制システムの実効性を高めるためにも，有益なものと考えられるが，形骸化が指摘され
ている取締役会での決議事項としての報告に，その重要性を認めることについては，疑問が残ると
ころである。
第五章　結　語
　（1）以上の検討の結果を要約すると，以下のとおりになる。第一に，わが国の業務執行機関から
監督・監査機関への報告義務の制度は，ドイツ株式法90条の規定するものとほぼ同じであるが，
計画の目標達成に資するフォローアップ報告に対応する制度はなく，また，株主総会決議事項とさ
れている剰余金の準備金への組入れ額の決定に資する報告もない。前老については，立法論的課題
に値しよう。第二に，わが国の監督・監査機関の報告請求権については，監査役の報告請求権は明
文はあるもののその実効性が疑問視されているが，ドイツのKodexの情報規準を参考にすること
で，実効性の若干の改善が見込まれる。取締役の報告請求権は明文規定がないが，解釈上認められ
ており，これに関する検討のためには，取締役会制度が存在し，これを監視・監督機関として位置
づけるアメリカ法，イギリス法との比較が不可欠である。
　（2）しかしながら，本稿における検討は，あくまでもドイッの現行法における取締役の報告義務
との表面的な比較においてなされたにすぎない。より深い検討をするためには，ド・fッ法における
取締役の報告制度の沿革113や，わが国における業務執行機関の報告制度の沿革を跡づけなければ
ならない。また，ドイッでは，監督・監査情報に関して，例えば，監査役会の帳簿閲覧権（株式法
111条2項1文）など，取締役に依存しない情報も重視されており，これは監督・監査情報の第二
の柱（zweite　Saule）を形成するといわれている114。そのため，取締役の報告によって得られる情
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報についても，ドイツ法の監督・監査情報に関する制度全体の中で，その位置づけが相対化されな
ければならない。わが国では，会社法施行規則105条2項4項が，監査役に，取締役に加え会計参
与・使用人との情報交換の努力義務を課しており，このような視点は，わが国の規定を検討する際
にも，有益なものとなろう。さらに，わが国には，ドイッと異なり，取締役会制度が存在する。そ
のため，取締役会への報告義務，取締役の報告請求権を検討する際には，ドイッ法との比較では不
十分であり，取締役会制度の存在するアメリカ法，イギリス法との比較検討が不可欠である。この
ように，検討すべき事項が多く残されているが，これらの点に関しては，今後の課題としたい。
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105詳細は，相澤哲＝和久友子「計算関係書類（新会社法関係法務省令の解説（7））」商事法務1765号12頁（2006
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